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【手続補正書】
【提出日】平成20年3月14日(2008.3.14)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】特許請求の範囲
【補正方法】変更
【補正の内容】
　　【特許請求の範囲】
　【請求項１】　重量平均分子量１×106以上の分率(a)が21～60重量％、重量平均分子量
１×104以上１×106未満の分率(b)と重量平均分子量１×104未満の分率(c)との合計が40
～79重量％、前記分率(c)が30重量％以下であり、且つ重量平均分子量／数平均分子量が
７～50であるポリオレフィンからなるポリオレフィン微多孔膜であって、ASTM E-128-61
に準拠してエタノール中で測定したバブルポイント値が980 kPaを超えることを特徴とす
るポリオレフィン微多孔膜。
　【請求項２】　請求項１に記載のポリオレフィン微多孔膜において、最大孔径が0.2μm
以下であることを特徴とするポリオレフィン微多孔膜。
　【請求項３】　請求項１又は２に記載のポリオレフィン微多孔膜において、突刺強度が
4,900 mN/25μm以上であることを特徴とするポリオレフィン微多孔膜。
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　【請求項４】　請求項１～３のいずれかに記載のポリオレフィン微多孔膜において、熱
収縮率が少なくとも一方向で15％以下であることを特徴とするポリオレフィン微多孔膜。
　【請求項５】　重量平均分子量１×106以上の分率(a)が21～60重量％、重量平均分子量
１×104以上１×106未満の分率(b)と重量平均分子量１×104未満の分率(c)との合計が40
～79重量％、前記分率(c)が30重量％以下であり、且つ重量平均分子量／数平均分子量が
７～50であるポリオレフィンと、溶剤とからなる溶液を溶融混練して押出し、冷却して得
られたゲル状成形物を延伸後及び／又は延伸前に溶剤除去することを特徴とするポリオレ
フィン微多孔膜の製造方法。
　【請求項６】　請求項１～４のいずれかに記載のポリオレフィン微多孔膜を用いた電池
用セパレーター。
　【請求項７】 請求項１～４のいずれかに記載のポリオレフィン微多孔膜を用いたフィ
ルター。
　【請求項８】　請求項１～４のいずれかに記載のポリオレフィン微多孔膜を電池用セパ
レーターとして用いた電池。
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